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三
月
二
十
日
、
大
河
内
町
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー
に
お
い
て
、
第
三
回
神
崎
町
・
大

河
内
町
合
併
協
議
会
が
開
催
さ
れ
ま
し

た
。
協
議
会
で
は
、
前
回
に
提
案
さ
れ
た

合
併
の
期
日
等
に
つ
い
て
、
協
議
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

開
会
に
あ
た
り
、
上
野
英
一
副
会
長

（
大
河
内
町
長
）
よ
り
、
次
の
と
お
り
あ

い
さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。

三
月
に
入
っ
て
ず
い
ぶ
ん
と
春
ら
し
く

な
っ
て
参
り
ま
し
た
。
田
圃
の
麦
も
伸
び

て
き
た
り
と
、
農
作
業
等
々
、
何
か
と
気

忙
し
く
な
っ
て
参
り
ま
し
た
が
、
第
三
回

合
併
協
議
会
に
参
加
を
頂
き
ま
し
て
、
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
ま
た
、
前
川
先

生
、
青
山
県
民
局
副
局
長
、
お
忙
し
い
と

こ
ろ
を
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

さ
て
、
こ
れ
か
ら
、
新
町
建
設
計
画
な

ど
の
議
論
を
し
て
い
た
だ
く
わ
け
で
す

が
、
前
川
先
生
の
機
関
誌
に
、
「
ど
う
も

合
併
議
論
が
住
民
サ
イ
ド
に
た
っ
た
議
論

で
な
く
、
行
政
サ
イ
ド
・
行
政
の
都
合
に

よ
る
議
論
が
な
さ
れ
て
い
る
。
」
旨
の
コ

メ
ン
ト
が
あ
り
ま
し
た
。
私
も
合
併
議
論

は
、
「
世
の
中
の
流
れ
だ
か
ら
仕
方
が
な

い
」
で
は
な
く
、
本
来
、
「
合
併
を
し
て

ど
ん
な
町
を
創
る
の
か
」
「
こ
ん
な
町
づ

く
り
を
行
う
た
め
に
合
併
を
す
る
」
「
合

併
を
す
れ
ば
、
こ
ん
な
町
に
な
る
ん
で
す

よ
」
と
い
う
こ
と
を
示
さ
な
け
れ
ば
い
け

な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
残
念

な
が
ら
、「
国
策
だ
か
ら
」「
財
政
が
持
た

な
い
か
ら
」
と
い
わ
ゆ
る
行
政
サ
イ
ド
・

行
政
の
都
合
の
議
論
と
な
っ
て
い
る
の

も
、
平
成
の
合
併
の
現
実
だ
と
考
え
て
い

ま
す
。

今
、
神
崎
・
大
河
内
両
町
で
平
成
十
六

年
度
・
新
年
度
予
算
の
審
議
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
が
、
三
位
一
体
改
革
の
具
体
的
な

施
策
の
第
一
段
階
と
し
て
、
地
方
交
付

税
・
補
助
金
の
削
減
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

大
河
内
町
で
は
交
付
税
が
６，

６
０
０
万

円
、
臨
時
財
政
対
策
債
で
７，

３
０
０
万

円
、
合
計
１
億
３，

９
０
０
万
円
減
少
し

て
い
ま
す
。
神
崎
町
で
は
、
交
付
税
が
１

億
１，

０
０
０
万
円
、
臨
時
財
政
対
策
債

が
９，

７
０
０
万
円
、
合
計
２
億
７
０
０

万
円
減
少
し
て
お
り
、
両
町
合
わ
せ
て
約

３
億
４，

６
０
０
万
円
の
財
源
が
減
少
し

て
お
り
ま
す
。
両
町
と
も
、
相
当
の
歳
出

削
減
の
努
力
を
行
い
、
基
金
の
取
り
崩
し

で
何
と
か
予
算
を
括
っ
た
と
い
う
の
が
現

状
で
す
。

両
町
と
も
集
落
懇
談
会
で
、
二
町
合
併

の
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
お
示
し
い

た
し
ま
し
た
が
、
そ
れ
は
合
併
特
例
債
の

基
金
10
億
８
千
万
円
を
積
ん
で
は
崩
し
、

積
ん
で
は
崩
し
で
何
と
か
10
年
間
は
黒
字

と
な
る
中
身
で
し
た
。
し
か
し
、
今
回
の

三
位
一
体
改
革
、
地
方
交
付
税
の
削
減
３

億
４
６
０
０
千
万
円
を
そ
の
ま
ま
乗
せ
ま

す
と
、
合
併
初
年
度
か
ら
３
億
余
り
の
赤

字
財
政
と
な
り
ま
す
。

で
す
か
ら
、
新
町
建
設
計
画
で
は
相
当

に
厳
し
い
議
論
と
な
り
ま
す
。
そ
の
中
で
、

「
合
併
す
れ
ば
こ
ん
な
町
に
な
る
ん
で
す

よ
」
と
、
住
民
の
皆
さ
ん
が
将
来
に
夢
や

展
望
の
も
て
る
提
起
が
で
き
な
け
れ
ば
い

け
な
い
と
思
い
ま
す
。

「
合
併
を
す
れ
ば
す
べ
て
が
解
決
を
す

る
ん
だ
」
と
い
っ
た
、
甘
い
議
論
で
は
い

け
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
真
摯
な
議
論

を
お
願
い
い
た
し
ま
し
て
、
冒
頭
、
厳
し

い
こ
と
を
言
い
ま
し
た
が
、
開
会
に
あ
た

っ
て
の
ご
あ
い
さ
つ
と
い
た
し
ま
す
。
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第
三
回
合
併
協
議
会

が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
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【
報
告
第
十
四
号
】

合
併
協
議
会
監
査
に
関
す
る
要
領
に
つ

い
て合

併
協
議
会
の
出
納
検
査
や
定
例
監

査
、
決
算
審
査
等
を
行
う
た
め
、
監
査
に

関
す
る
要
領
が
定
め
ら
れ
た
こ
と
が
報
告

さ
れ
、
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

【
報
告
第
十
五
号
】

第
一
回
新
町
建
設
計
画
小
委
員
会
開
催

報
告
に
つ
い
て

第
一
回
の
新
町
建
設
計
画
小
委
員
会

で
、
委
員
長
及
び
副
委
員
長
を
選
任
し
た

ほ
か
、
委
員
会
を
三
分
科
会
に
分
け
協
議

を
進
め
て
い
く
こ
と
や
、
『
新
町
建
設
計

画
』
策
定
の
基
本
的
な
考
え
方
、
今
後
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
に
つ
い
て
協
議
さ
れ
た

こ
と
が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

（
四
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）

【
協
議
第
十
号
】（
継
続
審
議
）

合
併
の
期
日
に
つ
い
て

「
合
併
の
目
標
期
日
は
平
成
十
七
年
十

一
月
一
日
と
す
る
」
と
い
う
提
案
が
さ
れ

ま
し
た
が
、
今
後
の
国
会
で
の
合
併
特
例

法
の
改
正
内
容
を
踏
ま
え
再
度
協
議
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

（
合
併
特
例
法
の
改
正
は
五
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）

次
回
の
合
併
協
議
会
で
協
議
す
る
事
項

と
し
て
、
次
の
と
お
り
提
案
説
明
さ
れ
ま

し
た
。

【
提
案
第
六
号
】

平
成
十
六
年
度
歳
入
歳
出
予
算
（
案
）

に
つ
い
て

平
成
十
六
年
度
合
併
協
議
会
予
算
に
つ

い
て
は
、
三
月
三
十
一
日
付
で
会
長
の
専

決
処
分
と
し
、
次
回
の
協
議
会
で
報
告
説

明
。

【
提
案
第
七
号
】

電
算
シ
ス
テ
ム
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

四
月
十
四
日
、
神
崎
町
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ

ビ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
局
舎
に
お
い
て
、
第
一

回
新
町
名
称
・
庁
舎
等
検
討
小
委
員
会
を

開
催
し
ま
し
た
。

新
町
名
称
・
庁
舎
等
検
討
小
委
員
会

は
、
協
議
会
委
員
の
中
か
ら
協
議
会
会
長

が
指
名
し
た
十
名
の
委
員
か
ら
構
成
さ
れ

て
お
り
、
新
町
の
名
称
及
び
事
務
所
の
位

置
を
調
査
、
審
議
し
て
い
き
ま
す
。

第
一
回
の
小
委
員
会
で
は
、
委
員
長
及

び
副
委
員
長
を
選
任
し
た
ほ
か
、
新
町
の

名
称
の
選
定
方
針
や
選
定
方
法
、
事
務
所

の
位
置
に
つ
い
て
提
案
を
行
い
ま
し
た

が
、
具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
次
回

委
員
会
で
協
議
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。
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新町建設計画検討の流れ新町建設計画検討の流れ

新町建設計画については、以下のような流れにより、小委員会を中心に検討

を進めていきます。

目標としては、9月頃には素案をとりまとめ、10～11月に住民説明会を開催

し、皆様のご意見をおうかがいしたいと考えています。

なお、協議の進捗状況などについては、協議会だより等でその都度お知らせ

したいと考えています。

H16.3

H16.4

H16.5

H16.6

H16.7

H16.8

H16.9

H16.10

H16.11

〜

H17.1

H16.12

序．計画策定の方針

1．新町の現状
・新町の概要
・これまでのまちづくりの方向性
・まちづくりの課題　等

2．合併の必要性
・合併の必要性
・合併の効果　等

3．新町建設の基本方針
・まちづくりの将来像
・新町の地域構造
・主要指標の見通し
・まちづくりの基本目標

小委員会では、事務
局及び分科会からの
資料提示を受け、概
ね月1回のペースで建
設計画の内容を協議

合併協議会に
中間報告

合併協議会新町
建設素案の提案

合併協議会に
状況報告

合併協議会にて
新町建設計画の確認

小委員会では、引き続
き主要施策、財政計
画について協議し、新
町建設計画素案を作
成・確認する。

序．計画策定の方針
　本計画の位置付けとして、計画の主旨、期間、
構成等を記載します。

1．新町の現状
　現地調査、各町の総合計画や統計資料から、
人口や産業、公共施設の整備状況等について、
2町の現状を整理します。

　また、これまで進めてきたまちづくりの方向性を
踏まえ、今後のまちづくりの課題を整理します。

2．合併の必要性
　一般的な合併の必要性及び効果に加え、住
民の合併に対する期待や不安に配慮し、当地
域に即した内容検討を行います。

3．新町建設の基本方針
　まちづくりの方向性を分かりやすく示すため、キ
ャッチフレーズによる将来像の検討や、土地利
用の方向性を示す図面の作成などを行います。

4．新町における主要施策
　施策体系に沿って、合併後10年間に実施す
る事業を文章表現及び一覧表にて整理します。
　兵庫県に要望していく事業についても併せて
整理します。

5．公共的施設の統合整備
　住民生活への影響に十分配慮するとともに、
地域特性や地域のバランスを考え、分庁支所・
出張所等の公共的施設の統合整備について
定めます。

6．財政計画
　財政計画は、合併後15年間について、地方税
や地方交付税、人件費や普通建設事業費な
どの、各費目の歳出・歳入の見通しを検討しま
す。

4．新町における主要施策
・施策の体系
・主要施策の内容

5．公共的施設の統合整備

6．財政計画
・前提条件
・歳入・歳出の見通し

住民意見及び県協議を受けた
最終調整期間

新町建設計画案の作成

住民説明会の
開催

県協議

時　期 事務局・分科会での検討・作業 新町建設計画の内容小委員会・合併協議会での
検討協議
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新しい合併特例法のポイント新しい合併特例法のポイント

◆合併特例法改正案

平成17年３月末までに都道府県に合併を申請し、平成18年３月末までに合併した市町村には現行と同じ財政優遇措

置を適用する。

◆合併特例新法案

①都道府県の市町村合併促進に向けた権限を強化する。

蘆知事は総務相が策定する基本指針に基づき、都道府県の市町村合併推進審議会の意見を聴いて、合併推進構想を
策定する。

蘆合併協議会の協議が整わない場合、知事は市町村合併調整委員を任命してあっせんや調停に当たらせたり、合併
協議会が行き詰まれば協議推進を勧告することができる権限を与える。

蘆市町村に対する合併協議会設置の勧告に関する権限を与える。
②人口が３万人以上あれば「市」になれる特例や「合併特例債」は廃止する。

③合併前の地方交付税を全額保障する期間は、法律の適用期限内の合併した時期に応じて現行10年から５年に短縮する。

④合併後、旧市町村は単独または複数で法人格のある「合併特例区」を創設できる。

ポイント 現　行　法 新　法　案

都道府県の権限

（1）市町村の自主的合併に関する助言、情報の
提供等を実施

（2）市町村の求めに応じた市町村相互間の必要
な調整

（3）市町村建設計画の達成のための事業の実施
その他の必要な措置

（4）知事が公益上必要と認める場合に、関係市
町村に対し合併協議会の設置の勧告をする
場合には、あらかじめ関係市町村の意見を
聴くとともに、勧告した場合には、その旨
を公表する。

（1）知事は総務相が策定する基本指針に基づき、
都道府県の市町村合併推進審議会の意見を
聴いて、合併推進構想を策定する。

（2）合併協議会の協議が整わない場合、知事は
市町村合併調整委員を任命してあっせんや
調停に当たらせたり、合併協議会が行き詰
まれば協議推進を勧告することができる権
限を与える。

（3）市町村に対する合併協議会設置の勧告に関
する権限を与える。

市となるべき要件
平成17年3月31日までに合併する場合に限り、
市制施行のための要件を人口３万以上とする。

人口が３万人以上あれば「市」になれる特例は
廃止

合併特例債

（1）市町村建設計画に基づく事業又は基金の積
立てで特に必要と認められるものは、合併
が行われた日の属する年度及びこれに続く
10年度に限り地方債を充当でき、元利償還
金の一部は基準財政需要額に算入する。

（2）市町村建設計画を達成するための事業に要
する経費に充当する地方債について特別の
配慮をする。
合併特例債によって充当できるのは対象事業
費のおおむね95％で、更にその元利償還金
の70％が普通交付税によって措置されます。

合併特例債は廃止

地方交付税の
算定特例

合併が行われた日の属する年度及びこれに続く
10年度について、合併関係市町村が合併しなか
った場合と同様に算定し、その後５年度につい
ては段階的に増加額を縮減する。

合併前の地方交付税の算定方法が保障される期
間は、法律の適用期限内の合併した時期に応じ
て現行10年から5年に短縮

合併特例区
合併後、旧市町村は単独または複数で法人格の
ある「合併特例区」を創設できる

特例措置の
適用期間

平成17年３月31日までに行われた市町村の合
併について適用する。

17年3月31日までに都道府県に合併を申請し、
18年3月31日までに合併した市町村には現行と
同じ財政優遇措置を適用する。

注：新法案は現在、国会で審議中であり、上記の内容は平成16年４月15日時点のものです。

《現行法と新法案の比較》

《現行特例法の改定》
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神戸市

尼崎市

姫路市

明石市

西宮市

洲本市

芦屋市

伊丹市

相生市

豊岡市

加古川市

龍野市

赤穂市

西脇市

宝塚市

三木市

高砂市

川西市
小野市

三田市

加西市
猪名川町

吉川町

社町滝野町

東条町

中町

加美町

八千代町

黒田庄町

稲美町

播磨町

家島町

夢前町

神崎町

市川町

福崎町

香寺町

大河内町

新宮町

揖保川町

御津町

太子町

上郡町

佐用町

上月町

南光町
三日月町

山崎町

一宮町

波賀町

千種町

安富町

城崎町

竹野町

香住町

日高町
出石町 但東町

村岡町

浜坂町

美方町

温泉町

生野町

和田山町

養父市

山東町

朝来町

柏原町

氷上町

青垣町

春日町

山南町

市島町

篠山市

津名町

淡路町

北淡町

一宮町

五色町

東浦町

緑町

西淡町

三原町

南淡町

生野町･和田山町･山東町･朝来町
合併協議会
設置年月日／H14.9.1
人口36,069人、面積403裄
合併期日　平成17年3月31日

柏原町･氷上町･青垣町･春日町･山
南町･市島町合併協議会
設置年月日／H12.10.2
人口72,862人、面積493裄
合併期日　平成16年11月1日

中町･加美町･八千代町合併協議会
設置年月日／H15.9.22
人口25,331人、面積185裄
合併期日　平成17年3月末まで

西脇市・黒田庄町合併協議会
設置年月日／H15.11.7
人口45,718人、面積132裄
合併期日　平成17年3月末まで

加東郡合併協議会
設置年月日／H15.4.1
人口40,688人、面積157裄
合併期日　平成17年3月末まで

三木市・吉川町合併協議会
設置年月日／H16.4.1
人口86,117人、面積176裄
合併期日　協議中

北但合併協議会
設置年月日／H15.1.1
人口92,752人、面積698裄
合併期日　平成17年3月22日

美方町･村岡町･香住町合併協議会
設置年月日／H15.12.15
人口23,271人、面積369裄
合併期日　平成17年3月1日

緑町･西淡町･三原町･南淡町
合併協議会
設置年月日／H14.4.1
人口54,979人、面積229裄
合併期日　平成17年1月11日

洲本市･五色町合併協議会
設置年月日／H15.2.19
人口52,248人、面積182裄
合併期日　平成17年3月末まで

津名郡５町合併協議会
設置年月日／H15.2.24
人口51,884人、面積184裄
合併期日　平成17年3月6日

浜坂町・温泉町合併協議会
設置年月日／H15.10.20
人口18,601人、面積241裄
合併期日　平成17年3月1日

平成16年4月1日
新市誕生

神崎町・大河内町合併協議会
設置年月日／H16.2.4
人口13,500人、面積202裄
合併期日　協議中

龍野市･新宮町･揖保川町･
御津町･太子町合併協議会
設置年月日／H15.7.2
人口115,167人、面積234裄
合併期日　平成17年3月

佐用町・上月町合併協議会
設置年月日／H16.4.1
人口14,395人、面積207裄
合併期日　協議中

相生市･上郡町合併協議会
設置年月日／H15.11.30
人口52,739人、面積241裄
合併期日　協議中

赤穂市･上郡町合併協議会
設置年月日／H15.11.11
人口70,496人、面積277裄
合併期日　協議中

姫路地域法定合併協議会
設置年月日／H16.4.5
人口504,039人、面積367裄
合併期日　平成17年3月末まで

山崎町･一宮町･波賀町･千種町
合併協議会
設置年月日／H15.7.31
人口45,460人、面積659裄
合併期日　平成17年3月末まで

県内の市町合併協議会の状況県内の市町合併協議会の状況

平成16年４月１日現在
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町税 17.2％
7億3,258万円

地方交付税 42.8％
18億2,800万円

分担金及び負担金 2.3％
9,987万円

国庫支出金 2.7％
1億1,491万円

県支出金 6.6％
2億8,252万円

繰入金 2.9％
1億2,467万円

諸収入 1.7％
7,171万円

町債 12.9％
5億5,150万円

その他 10.9％
4億6,301万円

神崎町
歳入

42億6,877万円

大河内町
歳入

32億9,950万円

町税 49.6％
16億3,706万円

地方交付税 11.8％
3億9,000万円

分担金及び負担金 0.8％
2,523万円

国庫支出金　2.3％
7,557万円

県支出金 4.3％
1億4,258万円

繰入金 5.8％
1億9,155万円

諸収入 2.3％
7,730万円

町債 15.9％
5億2,350万円

その他 7.2％
2億3,671万円

大河内町
歳出

32億9,950万円

総務費 13.2％
4億3,544万円

民生費 14.2％
4億6,880万円

衛生費 13.9％
4億5,880万円

農林水産業費
16.3％

5億3,930万円
商工費 1.9％
6,125万円

土木費 5.4％
1億7,650万円

消防費 2.3％
7,450万円

議会費　2.4％
7,953万円

公債費 15.6％
5億1,619万円

教育費 14.7％
4億8,619万円

その他 0.1％
300万円

総務費 16.6％
7億685万円

民生費 12.0％
5億1,098万円

衛生費 23.6％
10億799万円

農林業費 10.4％
4億4,375万円

商工費 0.1％
620万円

土木費 2.4％
1億158万円

消防費 2.8％
1億1,999万円

神崎町
歳出

42億6,877万円

議会費 1.7％
7,348万円

公債費 20.4％
8億7,157万円

教育費 9.8％
4億1,890万円

その他 0.2％
748万円

神崎町・大河内町の平成16年度当初予算の比較

神崎町・大河内町とも、3月定例議会で、平成16年度の各会計の当初予算が議決されました。

《一般会計歳入・歳出総額》

《一般会計、特別会計及び企業会計の当初予算額》

※一般会計における町民1人あたりの予算額は502,445円となっ
ています。（H16.3.31現在人口8,496人）

※一般会計における町民1人あたりの予算額は617,653円となっ
ています。（H16.3.31現在人口5,342人）

会　計　名

一　般　会　計

合　　計

予　算　額

42億6,877万円

5億8,239万円

9億1,657万円

1,056万円

4億6,426万円

13億4,815万円

6億6,850万円

3億1,386万円

85億7,306万円

対前年度比

▲3.0％

4.9％

1.9％

▲0.9％

5.0％

7.7％

▲18.8％

▲42.0％

▲3.9％

国民健康保険事業

老人保険事業

住宅資金等貸付事業

介護保険事業

その他事業（4事業）

下水道事業

水道事業

特
　
別
　
会
　
計

企
業
会
計

会　計　名

一　般　会　計

合　　計

予　算　額

32億9,950万円

4億7,006万円

6億3,798万円

1,018万円

3億3,006万円

6,047万円

3億1,108万円

1億4,484万円

52億6,417万円

対前年度比

3.0％

18.7％

▲3.1％

▲2.0％

1.9％

▲31.8％

▲13.0％

▲4.1％

1.4％

国民健康保険事業

老人保険事業

住宅資金等貸付事業

介護保険事業

その他事業（4事業）

集落排水事業

簡易水道事業

特
　
別
　
会
　
計

【神崎町】 【大河内町】

【神崎町】 【大河内町】



合併協議会からのお知らせ

◆第５回合併協議会

日　時：５月26日（水）午後１時30分～

場　所：大河内町保健福祉センター　２Ｆ福祉講習室

◆第２回新町名称・庁舎等検討小委員会

日　時：５月18日（火）午後１時30分～

場　所：大河内町保健福祉センター　2F福祉講習室

※ 協議会・小委員会開催日は予定であり、両町の行事等で変更もあります。

◆協議会・小委員会の傍聴について

　合併協議会・小委員会は、原則公開することとなっています。傍聴をご希

望される方は、開会時間の15分前までに会場にお越しいただき、傍聴受付簿

に住所・氏名をご記入ください。傍聴をされる方に傍聴証をお渡しします。

　ただし、傍聴をご希望される方が多数ある場合には、会場の都合などで傍

聴の人数を制限することもありますので、ご了承ください。

◆傍聴の注意事項

　会議の周囲の人に迷惑をかけるなどの行為がある場合は、傍聴できません。

　また、カメラや録音機などの持ち込みも制限されていますので、ご協力を

お願いします。

編集・発行編集・発行

神崎町・大河内町合併協議会事務局

〒679－3116
兵庫県神崎郡大河内町寺前64
TEL 0790－34－0002　FAX 0790－34－0691
Ｅ-mail 　  gappeikyou@town.okawachi.hyogo.jp　
ホームページ　http://www.town.kanzaki.hyogo.jp/gappeikyou/

お詫びと
訂正

協議会だより第２号の８ページの「合併協議会からのお知らせ」の◆会議資料・

会議録の閲覧場所を指定しましたの記載のうち、閲覧時間に誤りがありました。

謹んでお詫びと訂正をいたします。

　　　【誤】：午後８時30分から午後５時15分まで（役場閉庁日を除く）

　　　【正】：午前８時30分から午後５時15分まで（役場閉庁日を除く）
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